
1 ．序論
　令和 3 年（2021年）3 月に，17年ぶりに富士山
ハザードマップが改定された1）。この改定により，
従来のハザードマップよりも想定される火口範囲
が広がり，富士山噴火に伴う火山現象の到達範囲
が拡大するとともに，市街地への到達時間も短縮

された。このハザードマップの改定に伴い富士山
の火山防災を取り巻く状況は一変したといえる。
　火山噴火は， 1回の噴火で複数の火山現象が起
こる可能性がある2）。特に，富士山は過去に様々
な形態の噴火を引き起こしており，噴火の規模や
発生する火山現象を絞り込むことが難しい3）。吉
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本4）は，富士山噴火によって生じる可能性のある
10種の火山現象を整理するとともに，多様な火山
現象の移動速度と到達距離が異なること，想定さ
れる噴火口の範囲が広く，噴火口のできる位置に
より影響範囲が異なることが，噴火への対応を複
雑にしていることを指摘している。
　富士山噴火時の住民避難を円滑に実施するため
には，富士山噴火によって生じる可能性のある多
様な火山現象とそれらのリスクについて，地域住
民が理解していることが重要であると考えられる。
しかし，火山現象毎の到達距離の違いと，噴火口
の位置関係により，理解しなければならないリス
クが 1つの市町村の中でも異なる場合がある。
　地域住民が富士山噴火のリスクを理解するため
には，行政や専門家が地域住民の富士山噴火災害
へのリスク認識［1］を把握するとともに，住民説明
会や防災講和・講習会を通して富士山の噴火リス
クに関する知識の普及啓発といったリスクコミュ
ニケーションを行う必要がある。
　筆者らは，富士山周辺市町村の住民の噴火災害
への防災意識向上を目的に，火山防災講習会を企
画・実施した。火山防災講習会の実施に当たって
は，事前に受講者へアンケート調査を実施した。
　アンケート調査は，リスクコミュニケーション
を実施する上で，地区住民の防災意識の把握や，
役員の動機づけ，防災活動に対する積極的な参加
や協力を得るために効果的であることが報告され
ている5）。また，教育分野では，受講者の学力や
知識を把握する診断的評価を行い，診断的評価の
情報をもとにして授業計画が設計される6）。本研
究においても，事前アンケート調査を行うことで
受講者の富士山噴火時に起こりうる多様な火山現
象に対する理解とリスク認識を事前に把握すると
ともに，それらを踏まえて火山防災講習会の講義
内容を設計した。
　本研究では，事前アンケート調査を踏まえた火
山防災講習会の試行結果を報告するとともに，こ
の活動を通して明らかになった地域住民の多様な
火山現象の理解状況と火山現象へのリスク認識を
明示する。

2 ．�既往研究に対する本研究の位置づけ
と新規性

2. 1　�地域住民の火山噴火への理解・リスク認
識に関する調査研究

　地域住民の噴火災害へのリスク認識等を調査し
た既往研究としては，噴火発生時の住民の避難行
動を調査する中で，火山に対するリスク認識を尋
ねた研究が存在する。東京大学新聞研究所「災害
と情報」研究班は，1986年伊豆大島噴火災害7），
1989年十勝岳噴火災害8），1991年雲仙普賢岳噴火
災害9），2000年有珠山噴火災害10）と我が国で発生
した噴火災害の避難行動と住民の噴火災害に対す
るリスク認識を調査している。高橋ら11）は1991年
雲仙普賢岳噴火災害で被災した島原市民の復興計
画に対する反応を調査する中で，雲仙普賢岳の噴
火災害に対するリスク認識を調査している。また，
木村ら12）は高橋ら11）の研究と同様の設問を用いて
追加調査を実施し，島原市民の雲仙普賢岳噴火災
害に対する経年的なリスク認識の変化を比較分析
している。しかし，これらの研究は，噴火災害を
経験した地域を対象にしている。富士山は宝永噴
火から300年以上噴火しておらず，富士山の噴火
災害を経験した住民はいないことから，本研究の
対象住民とは前提条件が異なる。
　富士山噴火災害に対する住民のリスク認識等を
調査した研究としては，中村ら13）の研究や，小山
ら14,15）の研究が挙げられる。これらの研究では，
富士山の噴火時期の認識や，富士山噴火災害の被
害の認識，火山防災対策関連用語の理解などを，
複数年次で比較している。しかし，これらの研究
では本研究で着目する地域住民の多様な火山現象
への認知と火山現象に対するリスク認識は調査し
ていない。
　多様な火山現象に着目した研究としては，吾妻
山・安達太良山・磐梯山の周辺市町村の住民防災
意識を調査した国土交通省福島河川国道事務所の
例16）や，首都圏住民及び全国の登山者の富士山に
対する防災意識を調査した関谷の例17）が挙げられ
る。しかし，これらの研究では住民の多様な火山
現象への認知度を調査しているが，本研究で対象
とする，住民の火山現象毎の被害規模のイメージ
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といったリスク認識は調査していない。

2. 2　�火山防災を対象とした研修・訓練に関す
る研究

　火山防災を対象とした研修・訓練に関する研究
は，Nakamura18）や，高島ら19），永田ら20）の研究
が存在する。Nakamura18）は，御嶽山，焼岳，白
山周辺の自治体職員を対象にオープンダイアロー
グ形式の火山防災・ガバナンスについてのワーク
ショップをおこない，研究機関と自治体の連携の
在り方を提案している。しかし，Nakamura18）の
研究では研究対象者属性が自治体職員という点で
本研究とは異なる。高島ら19）は，次世代火山防災
リーダーの育成を目的とした住民主体の災害机上
訓練のフレームワークを開発し，その有効性を検
証している。永田ら20）は，那須岳火山地域におけ
る火山防災教育の課題を踏まえて，子ども達が火
山噴火を正しく理解し，適切な対応行動を身に付
けるための体系的な火山防災教育プログラムの開
発と検証を行っている。
　上記のように火山防災を対象とした研修・訓練
は行われてはいるものの，論文数も少なく研究の
蓄積が不足している状況にある。特に住民の多様
な火山現象に対する理解状況とリスク認識を調査
し，それらを踏まえて火山防災講習会を実施した
例はなく，本研究はこの点に新規性がある。

3 ．火山防災講習会の全体像
3. 1　火山防災講習会の実施概要
　表 1に火山防災講習会の実施概要を示す。本研
究では，富士河口湖町と富士吉田市の地域住民を
対象に火山防災講習会を実施した。富士河口湖町
は同町内にある精進湖民宿村の民宿の経営者（以
下，精進湖住民）10名，富士吉田市は市役所職員
（以下，市役所職員）21名［2］を対象とした。
　火山防災講習会の実施に当たっては，事前アン

ケート調査を行い，受講者の富士山噴火時に起こ
りうる多様な火山現象に対する理解とリスク認識
を把握したうえで講習会を設計した。事前アン
ケート調査は，2021年 9 月に市役所職員へ，2021
年10月に精進湖住民に対し行った。事前アンケー
ト調査の調査票は，両市町の防災危機管理部署を
通して受講者に配布し，その後同部署を通して回
収を行った。火山防災講習会の講義設計の時間が
確保できるように回答期間は 2週間程度とした。
　事前アンケート調査から得られた結果をもとに，
火山防災講習会の講義内容を設計・調整した。精
進湖住民と市役所職員は，次節にて後述するよう
に，異なる富士山噴火時の災害リスクを有してお
り，重点を置いて解説するべき火山現象も異なる。
そのため，精進湖住民と市役所職員の火山防災講
習会はそれぞれ別日に行うこととし，2021年10月
15日に市役所職員，2021年11月29日に精進湖住民
に火山防災講習会を実施した。また，火山防災講
習会の教育目標の到達度を評価するために，講習
会の実施後に自由記述式の事後アンケートを行い，
受講者の火山防災講習会の内容の理解状況を把握
した。

3. 2　受講者属性の概要
　精進湖住民と市役所職員はそれぞれ異なる住民
特性と富士山噴火時の災害リスクを有している。
　まず住民特性について，精進湖地区では，2019
年に内閣府のモデル事業として，富士山噴火時の
避難確保計画を作成している。表 2に精進湖地区
の避難確保計画作成までの流れを示す。避難確保
計画作成のために，精進湖地区では全 4回の検討
会を行っている。第 1回検討会では，事前説明と
して避難確保計画の作成の呼びかけを実施してい
る。第 2回検討会では，精進湖地区が影響を受け
る火山現象の確認や，避難確保計画検討に向けた
方向性の確認を行っている。第 3回検討会では，
施設内の避難場所と，地区外への避難先を確認す
るとともに，施設内の緊急退避場所や地区外の避
難場所への避難行動の流れを確認し，検討内容を
避難確保計画のひな形へ落とし込むための説明を
実施している。第 4回検討会では，完成した避難

表 1　火山防災講習会の実施概要

対象者 事前アンケート調査 火山防災講習会
市役所職員 実施期間：2021年 9 月 実施日：2021年10月15日
精進湖住民 実施時期：2021年10月 実施日：2021年11月29日
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確保計画（案）の読み合わせと，避難誘導手順，
情報通信手段の確認などを行っている。火山防災
講習会に参加した精進湖住民は，上記の避難確保
計画検討会に参加し，富士山噴火災害やその避難
方法について学んでいる。そのため精進湖住民は
一般住民に比べ，富士山噴火災害に対する知識を
有していると考えられる。
　一方で，火山防災講習会へ参加した市役所職員
は，防災危機管理部署以外の職員から選出した。
受講者の内， 1名のみ過去に防災危機管理部署に
所属していた経験を有していた。しかし，それ以
外の受講者は火山防災に係る業務には携わってい
ない。そのため，富士山火山防災に係る特別な知
識等は有しておらず，一般住民と同程度であると

推察される。以上のことから，精進湖住民は市役
所職員に比べると富士山噴火災害への理解が進ん
でいると考えられる。
　次に居住地域における富士山噴火時の災害リス
クを図 1に示す。図 1より精進湖住民の居住地は
大きな噴石や降灰（小さな噴石を含む），溶岩流
に対する災害リスクがある。一方で，市役所職員
の居住地の富士山噴火時の災害リスクは，降灰
（小さな噴石を含む）と溶岩流，融雪型火山泥流
となっている。

4 ．事前アンケート調査
4. 1　調査票の設計
　表 3に事前アンケートの設問項目を示す。事前
アンケートでは「個人属性」，「富士山噴火時の避
難に関わる用語の認知」，「富士山噴火に伴う火山
現象の用語の認知」，「富士山噴火に伴う火山現象
の被害規模の認識」について尋ねた。
　「個人属性」は，「性別」，「年齢」，「居住地の住
所」について尋ねた。
　「富士山噴火時の避難に関わる用語の認知」は，
「噴火警戒レベル」，「避難エリア（ゾーン）」，溶
岩流の影響想定範囲である「ライン」という用語
を知っているか否かを尋ねた。さらに「噴火警戒
レベル」を知っている回答者には，噴火警戒レベ
ルの運用方法を尋ねた。尋ねた設問は，「自身が
避難するべき噴火警戒レベルの認知」，「噴火警戒
レベルが段階的に推移しないことの認知」，「噴火
警戒レベル 1 でも噴火した事例があることの認

表 2　精進湖地区の避難確保計画作成までの流れ

検討会 実施時期 検討会の内容

第 1回 2019年 2 月
町役場担当職員による避難促進施設指定に関する説明
富士山の噴火時等に備え，富士山周辺市町と共同で施設管理者を対象に避難確保計画の
作成を呼びかけを行う。

第 2回 2019年 7 月下旬 施設の現状と避難確保計画検討に向けた方向性の確認
施設が影響を受ける火山現象を確認するとともに，町から地区への支援方法を確認した。

第 3回 2019年10月下旬
施設の課題共有と避難確保計画の作り方について
施設内の緊急退避する場所や地区外の避難場所への避難行動等の流れを確認した。打合
せ後施設でひな形への落とし込みを行うための説明を実施した。

第 4回 2019年12月上旬
施設管理者との避難確保計画（案）の記載内容の確認
地区内から地区外への避難誘導手順を確認した。地区内での情報伝達手段として防災無
線を使用する方法について現地確認を行った。
「集客施設等における噴火時等の避難確保計画作成の取組事例集（案）」21）をもとに作成

居住範囲
【精進湖】

居住範囲
【富士吉田市役所】

図 1　 受講者の居住地域の富士山噴火時の災害
リスク（富士山ハザードマップ1）を加工
し作成）
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知」である。
　「富士山噴火に伴う火山現象の用語の認知」は，
既往研究16）を参考に，10種の富士山噴火にともな
う火山現象について，「内容を含めてよく知って
いる」，「ある程度知っている」，「言葉だけは聞い
たことがある」，「まったく知らない（言葉を聞い
た記憶もない）」の 4件法で尋ねた。
　「富士山噴火に伴う火山現象の被害規模の認識」
は，10種の富士山噴火にともなう現象によって，
回答者の居住する地域がどの程度の被害を受ける
イメージを有しているのかについて，「甚大な被
害を与えると思う」，「ある程度の被害を与えると
思う」，「あまり被害を与えないと思う」，「まった
く被害を与えないと思う」の 4件法で尋ねた。

4. 2　分析方法
　火山防災講習会の内容を検討するために，事前
アンケート調査を単純集計し，火山現象・避難の
用語ごとにフィッシャーの正確確率検定［3］を行い，
統計的に認知度の低い項目を分析した。また，市
役所職員と精進湖住民のグループ間で，火山現
象・避難の用語の認知や被害規模の認識の違いを
確認するために，グループごとに集計を行い，
フィッシャーの正確確率検定を用いてグループ間
の比較を行った。

4. 3　事前アンケートの分析結果
（1）個人属性
　受講者の属性は，精進湖住民は男性 2名，女性
8名，市役所職員は男性14名，女性 7名だった。

表 3　事前アンケートの設問項目

設問項目 設問文
回答方法

回答形式 選択肢

個人属性

性別 性別を教えてください SA 男　女　その他

年齢 年齢を教えてください SA
20歳代　30歳代　40歳代　
50歳代　60歳代　70歳代　
80歳代以上

居住地の住所 ご自宅の住所を番地もしくは丁目ま
で教えてください FA 自宅の住所を町丁目まで記述

富士山噴火時の
避難に関わる
用語の認知

噴火警戒レベル 噴火警戒レベルという言葉を知って
いましたか SA 知っていた　知らなかった

自身が避難するべき噴火警
戒レベルの認知

自宅にいた場合，どの噴火警戒レベ
ルで避難する必要があるか知ってい
ましたか

SA 知っていた　知らなかった

噴火警戒レベルが段階的に
推移しないことの認知

噴火警戒レベルは，段階的に推移し
ない場合（例えば 1 → 3 → 5，
1→ 4  等）があることを知っていま
したか

SA 知っていた　知らなかった

噴火警戒レベル 1でも噴火
した事例があることの認知

火山は噴火警戒レベル 1（活火山で
あることに留意）でも，噴火したこ
とがあることを知っていましたか

SA 知っていた　知らなかった

避難エリア（ゾーン） 避難エリア（ゾーン）という言葉を
知っていましたか SA 知っていた　知らなかった

ライン 溶岩流の影響想定範囲であるライン
という言葉を知っていましたか SA 知っていた　知らなかった

富士山噴火に
伴う火山現象の
用語の認知

火山ガス，空振，大きな噴石，
小さな噴石，降灰，溶岩流，
火砕流，融雪型火山泥流，降
灰後土石流，山体崩壊象に対
する主観的認知度

以下の火山現象の特性をどれくらい
知っていますか。 SA

内容を含めてよく知っている
ある程度知っている
言葉だけは聞いたことがある
まったく知らない（言葉を聞い
た記憶もない）

富士山噴火に
伴う火山現象の
被害規模の認識

火山ガス，空振，大きな噴石，
小さな噴石，降灰，溶岩流，
火砕流，融雪型火山泥流，降
灰後土石流，山体崩壊象に対
する被害イメージ

以下の火山現象が発生した場合，あ
なたがお住いの地域にどの程度の被
害を与えそうなイメージをお持ちで
すか

SA

甚大な被害を与えると思う
ある程度の被害を与えると思う
あまり被害を与えないと思う
まったく被害を与えないと思う
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年齢は，精進湖住民は，50歳代が 4名，60歳代が
5 名，70歳代が 1 名と50歳以上の受講者のみで
あった。市役所職員は，20歳代11名，30歳代 2名，
40歳代 3名，50歳代 5名と，幅広い年齢層が受講
した。

（2）富士山噴火時の避難に関わる用語の認知
　図 2に「富士山噴火時の避難に関わる用語の認
知」の集計結果を示す。検定の結果，p値が 1 ％
以下となり，避難に関わる用語の認知に統計的な
有意差が確認できた。図 2からは，「噴火警戒レ
ベル」の認知が他の用語に比べて高く， 9割以上
の受講者が「噴火警戒レベル」を認知しているこ
とが見て取れる。この結果から，火山防災講習会
の受講者には，噴火警戒レベルという用語が浸透
している一方で，「避難エリア（ゾーン）」や「ラ
イン」という用語の認知度が低いことが示された。
　図 3に「富士山噴火時の避難に関わる用語の認
知」を，精進湖住民と市役所職員でグループ間比
較を行った結果を示す。グループ間で検定を実施
した結果，「避難エリア（ゾーン）」の用語のみ，p

値が 1 ％以下となり，精進湖住民の「避難エリア

（ゾーン）」の認知が，市役所職員に比べ統計的に
高いことが示された。
　図 4に噴火警戒レベルの運用方法の設問の集計
結果を示す。図 4から，「自身が避難するべき噴
火警戒レベルの認知」，「噴火警戒レベルが段階的
に推移しないことの認知」，「噴火警戒レベル 1で
も噴火した事例があることの認知」すべての設問
で「知っていた」の割合は 3 ～ 4 割程度であるこ
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知」の集計結果
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図 5　 噴火警戒レベルの運用方法のグループ間
比較

図 4　 噴火警戒レベルの運用方法の単純集計結
果
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とが見て取れる。
　図 5に噴火警戒レベルの運用方法の設問につい
て，精進湖住民と市役所職員のグループ間比較を
行った結果を示す。グループ間で検定を実施した
結果，「自身が避難するべき噴火警戒レベルの認
知」の設問のみ，p値が 1 ％以下となり統計的な
有意差が確認できた。図 5から市役所職員に比べ
精進湖住民の方が自身が避難を実施するべき噴火
警戒レベルを認知していることが示された。

（3）富士山噴火に伴う火山現象の用語の認知
　図 6に「富士山噴火に伴う火山現象の用語の認
知」の集計結果を示す。検定の結果，p値が 1 ％
以下となり，火山現象毎に受講者の認知度が異な
ることが統計的に示された。図 6からは，溶岩流
や降灰は認知度が高い一方で，空振や融雪型火山
泥流，降灰後土石流，山体崩壊の認知度が低いこ
とが見て取れる。この結果は，既往研究17）ともお

おむね整合する。
　図 7に「富士山噴火に伴う火山現象の用語の認
知」の設問を，精進湖住民と市役所職員でグルー
プ間比較を行った結果を示す。検定の結果，すべ
ての火山現象でグループ間に統計的な有意差は確
認できなかった。この結果から，市役所職員に比
べ富士山噴火災害への理解が進んでいると想定さ
れる精進湖住民でも，火山現象毎の認知度は市役
所職員と同程度であることが示された。

（4）富士山噴火に伴う火山現象の被害規模の認識
　図 8に「富士山噴火に伴う火山現象の被害規模
の認識」の集計結果を示す。検定の結果，火山現
象毎に統計的な有意差は確認できなかった。図 8
を見るとすべての火山現象で，「甚大な被害を与
えると思う」と「ある程度の被害を与えると思う」
の合計が 7割を超えており，火山防災講習会の受
講者は，すべての火山現象が自分の住む地域に被
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害を及ぼす可能性があると認識していることが示
された。
　図 9に「富士山噴火に伴う火山現象の被害規模
の認識」の設問を，精進湖住民と市役所職員でグ
ループ間比較を行った結果を示す。検定の結果，
すべての火山現象でグループ間に統計的な有意差
は確認できず，すべての火山現象で「甚大な被害
を与えると思う」と「ある程度の被害を与えると
思う」の合計割合が 7割を超える結果であった。
この結果から，両地域の住民は，すべての火山現
象が自地域に被害を与えると認識しており，自分
の住む地域に影響を及ぼさない火山現象に対して
も一定の被害認識を有していることが示された。

4. 4　事前アンケート結果の考察
　「富士山噴火時の避難に関わる用語の認知」では，

9割以上の受講者が「噴火警戒レベル」を認知す
る結果であった。しかし，「噴火警戒レベルの具
体的な運用」についての設問では，すべての設問
で「知っていた」の回答が 3 ～ 4 割程度であるこ
とから，「噴火警戒レベル」という用語は聞いた
ことがあるが，自身の避難行動に結びついていな
い受講者が多い可能性が示唆された。
　一方精進湖住民は，「自身が避難するべき噴火
警戒レベルの認識」に加えて，「避難エリア（ゾー
ン）」の認知度が市役所職員に比べて高い結果で
あった。このような結果となった原因としては，
精進湖住民が避難確保計画作成に参画した経験を
有していることが挙げられる。避難確保計画を作
成するためには，自身の施設がどの避難エリア
（ゾーン）に位置しているのかを把握したうえで，
それぞれの避難エリア（ゾーン）ごとに指定され
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図 8　「富士山噴火に伴う火山現象の被害規模の認識」の集計結果
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図 9　「富士山噴火に伴う火山現象の被害規模の認識」のグループ間比較
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た噴火警戒レベルで避難を開始する必要がある。
　精進湖住民は，避難確保計画作成検討会の際に，
この点を確認していたため，「避難エリア（ゾー
ン）」の認知度や，「自身が避難するべき噴火警戒
レベルの認知」が市役所職員に比べて高くなった
と考えられる。
　「富士山噴火に伴う火山現象の被害規模の認識」
では，精進湖住民も市役所職員も自地域の災害リ
スクによらず，すべての火山現象に対して自分の
住む地域が一定の被害を受ける可能性があると認
識していた。この結果は，回答者の考える「自分
の住む地域」の範囲がそれぞれ異なる可能性があ
ることに留意する必要はあるが，富士山噴火に伴
う多様な火山現象の速度や到達範囲について，受
講者が適切に理解できていない可能性を示してい
ると考えられる。また，「富士山噴火に伴う火山
現象の用語の認知」では，富士山噴火災害への認
知が進んでいると想定される精進湖住民であって
も，市役所職員と同様に認知度の低い火山現象が
ある結果であった。このことからも，富士山噴火

に伴う多様な火山現象 1つ 1つを地域住民が適切
に理解することは，非常にハードルの高い可能性
があると考えられる。

5 ．�火山防災講習会の実施と到達度の評
価

5. 1　火山防災講習会の内容
　写真 1に講習会の様子，表 4に火山防災講習会
の概要を示す。事前アンケートから地域住民に
とって，噴火によって生じる多様な火山現象を適
切に理解することは非常にハードルが高い可能性
があることが示唆された。そこで，火山防災講習
会の教育目標は，「富士山の噴火履歴と想定され
る噴火現象を理解すること」，「富士山噴火によっ
て生じる被害を理解すること」，「富士山噴火時の
避難を理解すること」とした。
　教育目標を達成するために，「富士山の噴火履
歴と噴火の頻度」，「過去の噴火口の位置とその特
徴」，「火山噴火に伴う多様な災害要因（16種）」，
「富士山噴火で生じる可能性のある火山現象（10

写真 1　火山防災講習会の様子（左：市役所職員　右：精進湖住民）

表 4　火山防災講習会の概要

講習会の教育目標 解説内容 解説方法
富士山の噴火履歴と想定される
火山現象を理解すること

・富士山の噴火履歴と噴火の頻度
・過去の噴火口の位置とその特徴
・火山噴火に伴う多様な災害要因（16種）
・富士山噴火で生じる可能性のある火山現象（10種）
・火山現象の移動速度と到達範囲

・PPTによる解説
・ハザードマップの提示
・実際の溶岩流の動画の提示
・溶岩流シミュレーション動画の提示

富士山噴火によって生じる被害
を理解すること

富士山噴火時の避難を理解する
こと

・火山情報発表の流れ
・噴火警戒レベルの概要と運用方法
・避難エリア（ゾーン）とラインの用語解説
・噴火予測の事例紹介（有珠山と浅間山の事例）

・PPTによる解説
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種）」，「火山現象の移動速度と到達範囲」，「火山
情報発表の流れ」，「噴火警戒レベルの概要と運用
方法」，「避難エリア（ゾーン）とラインの用語解
説」，「噴火の予測の事例紹介（有珠山と浅間山の
事例）」を解説した。特に「火山現象の移動速度と
到達範囲」は，ハザードマップによる到達範囲の
提示のみではなく，溶岩流や火砕流といった斜面
を流下する火山現象や大きな噴石の移動速度を解
説した。さらに溶岩流は，山梨県が公開する51種
類の溶岩流シミュレーション動画22）の内，対象地
域に溶岩流が最短時間で到達するシミュレーショ
ン動画を提示した。
　また，講習会の途中や最後に質疑の時間を設け，
講師と受講者が双方でコミュニケーションをとる
講習会とした。火山防災講習会の教育目標の到達
度を評価するために，講習会終了直後に，受講者
に対して講習会で理解が深まった点，不明な点が
クリアになった点を自由記述形式で尋ねる事後ア
ンケート調査を実施した。

5. 2　�KJ 法による火山防災講習会の到達度の
評価

　火山防災講習会が教育目標を達成したかを評価
するために講習会中の発言・質問内容と，事後ア
ンケート調査の結果を分析した。分析には KJ法
を用いた。KJ法とは，民族地理学者の川喜田二
郎によって開発された発想法で，自由記述等の質
的データを，図解化する手法である23）。
　本研究では，筆者らが火山防災講習会の議事録
から，受講者の発言・質問内容を抽出し，KJ法
を用いて類似の内容を分類し図解化した［4］。事後
アンケート調査の内容についても同様の方法で図
解化した。

5. 3　�火山防災講習会での受講者の質問・発言
内容の分析結果

　表 5に火山防災講習会での受講者の質問・発言
内容を KJ法で分類した結果を示す。質問・発言
内容は「富士山噴火及び火山現象に対する質問」，
「富士山噴火による被害に関する質問」，「富士山
噴火後の社会の対応に関する質問」，「富士山噴火

及び火山現象への理解・気付きに関する発言」に
分けることができた。
　特に「富士山噴火及び火山現象への理解・気付
きに関する発言」の中には，火山現象の移動速度
への理解や，火山現象の動画に対する感想などが
あった。

5. 4　事後アンケート調査の分析結果
　図10に事後アンケートの結果を KJ法により整
理した結果を示す。火山防災講習会の受講者の理
解が促進した項目は「富士山噴火時に起こる現象」，
「富士山噴火からの避難」，「事前アンケート調査

表 5　 火山防災講習会での受講者の質問・発言
内容の分類結果

富士山噴火及び火山現象に対する質問
鬼界カルデラのような大火砕流の危険はあるのか
富士山は人間で言えば10歳児程度ということだが，今後
どのように発達するのか
1つめの火口ができた後に 2つめの火口ができる可能性
があるのか
例えば，静岡側で噴火した後で山梨側が噴火することは
あるのか
溶岩流の噴出量に強弱がつきシミュレーションと状況が
変わることはあるのか
富士山の噴火は地震のように突発的に噴火することはあ
るのか
雨や気温が溶岩流の進路に影響を与えることはあるのか

富士山噴火による被害に関する質問
この地区に影響があるのは火砕流よりは，溶岩流と考え
て良いか
飛んできた噴石によって火災は起こりうるのか
樹海が大火災となるようなことはあるのか

富士山噴火後の社会の対応に関する質問
最短で溶岩流が 2～ 3時間で市街地に到達するというこ
とであったが，噴火に気がつけば十分逃げる時間がある
が，噴火したことに気がつかない市民が出てこないか
火山噴火の速報は携帯に通知がくるのか
富士山噴火及び火山現象への理解・気付きに関する発言
火山現象の進行速度の違いについてよく理解できた
YouTubeなどいろいろな動画が公開されていることを
知り，帰ったらいろいろ情報を集めたい
噴火は怖いが，時間的に避難の猶予時間はあることがわ
かった
今までもテレビやなんかで噴火のを見たんですけど実際
にこうやってみるともっと怖くなったっていう感じがし
ました
今まで富士山は噴火するかもっていうぐらいであまり意
識していなかったが，次に噴火したらどう対処すればい
いかを改めて実感した
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での不明点」，「噴火の予測」の大分類に分けるこ
とができた。最も意見の数が多かった大分類が，
「富士山噴火時に起こる現象」であった。「富士山
噴火時に起こる現象」はさらに「火口の位置の重
要性」，「富士山噴火のイメージ・怖さ」，「火山現
象の種類の多様性」，「火山現象の速度・影響範
囲」に分けることができた。「火山現象の速度・
影響範囲」や「火山現象の種類の多様性」は意見
の数も多く，受講者の理解が促進されたことが読
み取れる。また，「富士山噴火のイメージ・怖さ」
のグループの中には，溶岩流シミュレーション動
画により，富士山噴火の恐ろしさを実感したとい
う意見もあった。
　 2番目に意見の多かった大分類が「富士山噴火
からの避難」に関する項目であった。「富士山噴
火からの避難」の項目では，自分が居住する地区
がどの避難エリア（ゾーン）・ラインに属してい
るのかを理解する必要があるという意見が目立っ
た。「事前アンケートの不明点」の項目では，事
前アンケートで分からなかった用語を確認するこ
とができたという意見が多いことが読み取れる。

6 ．�火山現象の理解促進を目指した火山
防災講習会の到達度の評価と考察

　火山防災講習会の事後アンケートの分析結果か
ら，受講者が富士山噴火時に起こる現象，特に噴

火時に発生しうる火山現象の多様性や，移動速度
と到達範囲，富士山噴火時の避難にかかわる用語
を理解できたことが示された。この結果から，火
山防災講習会の教育目標であった，「富士山の噴
火履歴と想定される噴火現象を理解する」，「富士
山噴火によって生じる被害を理解する」，「富士山
噴火時の避難を理解する」を達成できたと考えら
れる。
　この講習会が教育目標を達成できた要因として，
実際の火山現象の動画やシミュレーション動画を
用いたこと，事前アンケートで地域住民の理解を
事前に調査したことが挙げられる。表 6，図10の
受講者からの発言・質問内容の中には，動画を見
て噴火の恐ろしさを実感するといった意見や，情
報収集に役立てたいといった意見があった。特に
溶岩流シミュレーション動画では，溶岩流が受講
者の居住地域に最短時間で到達するシミュレー
ション結果を提示したため，受講者が富士山噴火
災害を「我がこと」として感じ取ったのではない
かと推察する。精進湖住民は避難確保計画作成検
討会において，紙のハザードマップ（可能性マッ
プ）を何度も確認していたことから，この結果は
ハザードマップに代表される静的なハザード情報
は，噴火現象の理解や噴火により生じる被害を理
解するのに限定した効果しか期待できないことが
示唆される。
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富士山の噴火で発生す
る現象について理解が
深まりました。

以前のアンケートで、
不明だった部分の内容
を確認できた。

富士山で起きる現象に
ついて理解できた。

火山現象に関して、溶
岩流や噴石などの速さ
と影響範囲が反比例し
ていることを知った

今回の研修では、噴火
に伴う多様な災害一つ
一つについてよく理解
できた

噴石が火口周辺にしか
影響はないことを知っ
た

空振や、避難のライン
など事前アンケートで
分からなかった用語を
知ることができた。

火山現象の速さと距離
は比例しないこと

噴火の際に起こりうる
各現象とその特徴。

いろいろなケースが想
定されることがあるこ
とを知った

火山噴火は、物理現象
が16項目もあり、多く
の災害要因があること
が分かった

復習が良くできました

自分の住む地域でのラ
インやシミュレーショ
ンを見ればよいという
ことがわかった。

火山噴火に伴う災害要
因の種類を知ることが
できた

噴火に伴う要因により
避難を考える

噴火したら即避難では
なく、規模火口の位置
を見ながらの判断にな
ることが分かった

溶岩流はそれほど危険
ではない（逃げるのに
早さは求められないそ
う）

火山現象のスピードが
はっきりした

一度の噴火で全ての現
象が起きると思ってい
たが、そうではないこ
とが分かった

事前アンケートで分か
らなかったこと、知ら
なかった言葉を知るこ
とができた。

自分の住んでいる地域
のラインを把握する。

火山の災害要因が想像
以上に多いことを知っ
た

火山現象の速さと影響
範囲の関係

噴火と地震の関係性

噴火の種類によって避
難の仕方タイミングが
異なってくる点

自分の家からみて火口
がどこかをみることが
大事

降灰の場合は体育館が
避難場所として使わな
い

影響のあるかに似つい
ても、災害要因によっ
て変わってくる部分が
あるとわかった

ラインの意味と、自分
の居住地がどのライン
に該当するか、など

噴火による起こる災害
の種類による避難する
範囲

噴火警戒レベルが1で
も噴火したことを知り
、レベル1でも気を付
けなければならない

噴火してもすぐに影響
があるわけではないと
いうのは知らなかった
。

富士山噴火の恐さ（溶
岩流のシミュレーショ
ン動画）

やみくもに逃げるので
はなく避難エリアとラ
インを見極めて避難す
ることがわかった

噴火＝大災害（御嶽山
）のイメージ。研究会
を積み重ね、正しく恐
れることが大切。 富士山の噴火、避難場

所を確認する

今回の研修では、噴火
に伴う多様な災害一つ
一つについてよく理解
できた

噴火場所により溶岩流
の速さ、自分たちの地
区へ及ぼす影響の大き
さがよく理解できた

溶岩流の速度や火砕流
の速度など、火山現象
の速さがわかってよか
った

毎日きれいな富士山を
見ています。研修会で
富士山噴火時のことが
わかりました。

火山現象の速度・影響範囲火山現象の種類の多様性

火口の位置の重要性 富士山噴火のイメージ・恐さ

富士山噴火時の現象 富士山噴火からの避難

事前アンケートでの不明点

噴火の予測

噴火時は火口のできた
ラインを早急に把握し
、避難のタイミングを
判断する。

図10　事後アンケートの分類結果
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　また，図10では事前アンケートの不明点が理解
できたという意見が存在した。事前アンケートを
回答することで，受講者も自身の理解が不足して
いる点を確認でき，アンケートを回答することに
よる受講者への教育効果が確認できたと考えられ
る。

7 ．結論
　本研究では，事前アンケート調査を踏まえた火
山防災講習会の試行結果を報告するとともに，こ
の活動を通して明らかになった地域住民の多様な
火山現象の理解状況と火山現象へのリスク認識を
明示した。火山防災講習会の実施にあたっては，
地域住民の富士山噴火災害に対する防災意識を把
握するために事前アンケート調査を行った。事前
アンケート調査の分析の結果，多様な火山現象を
適切に理解することは，地域住民にとって非常に
ハードルの高い可能性があること，多様な火山現
象の速度や到達範囲を，住民が適切に理解できて
いない可能性があることが示唆された。
　この結果を踏まえて，富士山噴火時に発生する
火山現象の種類と，それぞれの現象の移動速度，
到達範囲の理解促進を目標とした地域住民向け火
山防災講習会を開催した。講習会中の発言・質問
内容，講習会後の自由記述アンケートの分析結果
から，富士山噴火によって起こりうる火山現象の
移動速度や到達範囲について，受講者の理解が得
られたことが示され，火山防災講習会の教育目標
が達成された。
　本研究で得られた結果は，富士山の噴火リスク
に関する知識の普及・啓発といったリスクコミュ
ニケーションを実施する上での有用な知見となる
と考えられる。噴火に伴う火山現象は，火山毎に
異なるため，火山毎に噴火時の対応方法も異なる。
火山毎に個別の対応が求められる以上，当該火山
で起こりうる噴火リスクと，地域住民の火山への
リスク認識のズレを把握し，適切なリスクを伝え
ることは重要なプロセスになると考えられる。
　本研究の分析上の課題としては，火山現象や火
山防災関連用語の認知は，回答者の主観的な認知
であり，その認知が正しいか否かを判断できてい

ないこと，被害規模の認識は，回答者毎に被害の
及ぶ範囲の認識が異なる可能性があることが挙げ
られる。今回作成したアンケート調査票は，2014
年御嶽山噴火以降の最近の火山防災を取り巻く最
新の情報を反映している。そのため，活火山を擁
する他地域への展開も目指し，前述の課題を改善
し，より大規模な調査を実施していきたい。
　また，火山現象を適切に理解したからといって，
実際の避難行動につながるとは限らない。地域住
民の富士山噴火時の警戒避難体制の構築に資する
ことができるよう，今後も継続的に火山防災講習
会を開催していきたい。
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補注
［ 1］ リスク認識とは「望ましくない結果が生じる

確率と，その結果のひどさの程度（リスク）
に対する認識」と定義する24）。例えば富士山
噴火に対するリスク認識であれば，富士山噴
火の可能性の認識や，富士山噴火災害の被害
イメージなどがリスク認識と捉えられる。

［ 2］ 火山防災講習会の受講者は富士吉田市と富士
河口湖町へ依頼し選出した。通常，このよう
な防災講習会は，地域の自治会や防災会を対
象に行う場合が多い。すると，役員である高
齢男性が参加する場合が多く，受講者の性別
や年齢に偏りが出てしまう。しかし，富士山
の噴火はいつ起きるかわからない。そのため，
性別や年齢を問わず様々な属性の住民が関わ
るのが望ましい。以上の意図より，富士吉田
市については，様々な属性の受講者の参加が
見込まれる市役所職員を受講者として選出し
た。今回参加した市役所職員は，全員が富士
北麓地域に居住している。そのため，富士山
噴火災害の被害を受ける住民としての立場も
有していると判断した。また，火山防災講習
会の実施前に地域住民の立場として講習会へ
参加することをアナウンスした上で，受講者
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自身が地域住民の立場であることを意識して
もらえるように配慮した。

［ 3］ フィッシャーの正確確率検定は標本サイズが
小さい分割表における 2つの要因がお互いに
独立であるかを推定する検定法である。分割
表に 0度数のセルが存在する，もしくは期待
度数が 0未満のセルが全体の20％以上ある場
合に用いる25）。

［ 4］ KJ法は本来，参加者らが自身の意見を分類し
構造化・図解化してこそ効果を発揮する手法
である。しかし本研究では火山防災講習会の
受講者の意見を筆者らが，分類し構造化・図
解化しているため，参加者の知識や学習構造
を十分に表したものではない可能性があるこ
とに留意する必要がある。
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要　　旨

　本研究では，住民の防災意識を把握するために実施した事前アンケートに基づき，火山防災
講習会を実施し，富士山噴火に対する住民の理解とリスク認識を明らかにした結果を報告する。
調査の結果，富士山噴火による火山現象は多岐にわたるため，住民の理解が難しい可能性があ
ることが示唆された。そこで，調査から得られた課題を解消するために火山防災講習会を企
画・実施した。講習会での質疑と事後アンケートの分析から，参加者は富士山の噴火によって
発生する火山現象の動き，速さ，範囲について理解しており，火山防災講習会の教育目標が達
成された。本研究で得られた結果は，富士山の噴火リスクに関する知識の普及・啓発といった
リスクコミュニケーションを実施する上での有用な知見となると考えられる。

佐藤・吉本・本多・秦：富士山周辺市町村住民を対象とした事前アンケート調査に基づく火山防災講習会の試行124


